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Executive Report

Auto

IBM はどのようにお客様を支援するのでしょうか

IBMはグローバルな製造企業として自動車関連企

業が直面している課題を理解しています。IBMの

自動車業界向けソリューション・ポートフォリオ

は、製品および複雑なシステムの開発、高度なモ

ビリティー、製造の生産性やサービスの卓越性の

ために開発され、全世界のお客様に導入する中で

常に改良が重ねられています。それはセキュア・

チップの保証から戦略レベルのビジネス・コンサ

ルティングまで多岐にわたっています。IBMは長

年にわたって自動車業界と協業する中で組織の変

革と新たなビジネス機会の創出をお手伝いしなが

ら、お客様の期待に応えてきました。



要旨消滅する境界線

自動車業界は何十年もの間、整然と、かつ厳密に構造化されたエコシステムで、その境界線は明確
に定められていた。自動車メーカーが支配し、「部外者」が入り込む余地はほとんどなく、消費者の
意見すら取り入れられることはあまりなかった。しかしデジタル技術の拡大に伴い、これらはすべ
て変わり始めた。

今日の消費者は他の業界でのデジタル体験に基づいて、自動車に関しても複数のチャネルでのシー
ムレスでカスタマイズされた体験を期待し、製品やサービスのイノベーションに次第に積極的に貢
献するようになっている。

パーソナル・モビリティーへの期待が高まる中で、伝統的な自動車産業とは関係のなかった企業が、
目的地までの指示、渋滞や駐車への対応、他の輸送手段との統合など、消費者の運転をサポートす
る技術を提供している。カー・シェアリングなどの新しいビジネス・モデルはクルマ所有の必要性
さえをも脅かしている。

業界のエコシステムは依然として互いに交差し、重なり合っている。今後、伝統的な役割が変化し、
業界の境界線が消滅するのに伴い、その破壊的変化が今までの業界プロセスに影響を与えると思わ
れる。

IBM は 6 年前に直近の主要な自動車業界展望レポート「2020 年自動車業界の将来展望 ― 混沌の
先に明晰さを求めて（以下　Auto2020）」を発表した。1 将来の見通しについて新たな知見を得る
ため、今回の「2025 年自動車業界の将来展望 ― 境界線のない業界（以下　Auto2025）」レポー
トで追跡調査を行った。21 カ国のさまざまな指導的役割を担うエグゼクティブ 175 名を対象に、
今後 10 年間に自動車業界はどのように変化すると予想するか、そうした変化に対処するためにど
のような計画を立てているかについて質問した。

IBM の最新調査レポートは、伝統的な自動車業界の境界線が

消滅しつつある中で消費者とクルマと企業の関係が根底から変

化し始めていることを示している。自動車会社は、消費者がデ

ジタル化された生活においてクルマを利用しており、新しい方

法でクルマにアクセスするという事実に適応しなければならな

い。すなわち、移動の選択という複雑さを増す潮流の中にクル

マをうまく適合させていかなければならない。消費者と自動車

メーカー、消費者とクルマ、業界エコシステムにおける伝統的

企業と新規参入企業との間の相互接続性こそが今後の創造的な

破壊的変化の核心をなす。2025年に向けてオープン性を積極

的に受け入れる企業は成功の機会を得ることができる。
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2 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

いつものことながら企業と業界はいずれも回避できない特定の外的要因に対処しなければならない。
エグゼクティブは「Auto 2020」と「Auto 2025」両方の調査で「技術の進展」を直面する外的
要因の中で最も重要な要因に挙げている。今回の調査では、多くの業界に影響を与えるさまざまな
外的要因とは別に、それがもたらす「破壊的変化」がマイナスの影響を及ぼすのではなく、イノベー
ションと新しい価値創出の基盤を形成する主要 3 領域の変化を明らかにしている。消費者、モビリ
ティー、エコシステムの主要 3 領域の変化によって業界の境界線が変更されるか、消滅さえしてい
る（図 1 を参照）。

消費者はかつてないほど深く関与するようになり、クルマを利用したいと考えるだけでなく、共創
を望むこともある。クルマはますますインテリジェント化し、消費者主体の変化を含む、クルマと
いう枠を越えたモビリティーの概念を変えつつある。このようにエコシステムが拡大しつつあるこ
とは、エレクトロニクスや通信企業など他業界の企業参入に伴って業界の境界線が希薄化する中、
破壊的変化の下で成功を収める方法を学ぶ必要があるということを意味する。

図1
消費者、モビリティー、エコシステムの3領域の破壊的変化により、業界の境界線がだんだん希薄になり消
えていく

73%の自動車メーカーのエグゼクティブ
は、モビリティー・サービスを消費者との共創の重
要な領域であると回答している

インタビューを行った全エグゼクティブの
73%は、他業界とのコラボレーションが2025
年に向けて業界の成長を促す最も有効な機会だ
と回答している

全エグゼクティブの75%は、2025年には今
までと異なるプレイヤーが自動車業界のエコシス
テムの中で鍵となる役割を担うと考えている

外的要因

主要な破壊的変化

モビリティー エコシステム消費者

デジタル機器を
通じた関わり合
いと体験を期待
する

製品やサービスの
共創だけでなく戦
略に影響力を与え
ることもある

インテリジェン
トなクルマの能
力を活用する 

消費者主体の要
件に基づいて新
たな商材を創出
する

企業の新たな成
長手段を可能に
する

伝統的な業界内
および異業種と
の提携の新たな
機会を生み出す

出典：IBM Institute for Business Value analysis



自動車業界の外的要因に対処する

インタビューを行ったエグゼクティブは、消費者に直接影響を与える外的要因の方が主に企業に影
響を与える要因よりも業界の変化に及ぼすインパクトが大きいと回答している。技術の進展、変化
する消費者の期待、新たなパーソナル・モビリティーは重要性が高まっている（図 2 を参照）。同時
に政府の新しい規制やグローバル化、経済 / 市場、および持続可能性の要件に順応できることが期
待されている。

図2
自動車業界への影響が最も大きい外的要因上位4つの現在および予想される影響

「Auto 2020」（2008年と2020年）および「Auto 2025」（2014年と2025年）のインタビュー結果に基づく

2008 2014 2020 2025 2008 2014 2020 2025 2008 2014 2020 2025 2008 2014 2020 2025

56%

66%
61%

68%

33%

46%

25%

50%

34%

55%

26%

41%

11% 10%

22%

37%

今日と向こう8～10年に業界に影響を与える最も重要な外的要因は何ですか。

技術の進展 消費者の期待 政府の規制 パーソナル・
モビリティー

出典：IBM Institute for Business Value.

「Auto 2020」の調査
「Auto 2025」の調査
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インタビューを行った自動車メーカー
のエグゼクティブのうち、2025年に
向けて課題に対処する準備が整って
いると回答したエグゼクティブはわ
ずか19%に過ぎず、ある程度準備が
整っていると回答した人は71%、全く
準備ができていないという回答は10%
であった。さらには、自社は課題へ
の対処に適応できると回答したエグ
ゼクティブはわずか33%で、ある程度
適応可能と回答したエグゼクティブ
は59%、全く適応可能ではないという
回答は8%であった。

上位に挙げられた外的要因

技術の進展　「Auto 2020」と「Auto 2025」の両方で第 1 位に挙げられ、デジタル、クルマ、
および企業に関連する技術が今後も業界の主要な影響要因であることに変わりはないと思われる。

消費者の期待　外的要因の中で最も大きく変化し、2 回の調査で方向性が変わった唯一の要因であ
る。今回は技術の進展に次ぐ第 2 位に挙げられている。デジタル機能への対応が可能になった消費
者は製品やサービス、消費者に対する企業の関わり方に大きな変化を期待している。

政府の規制　「Auto 2020」から大きく上昇。安全性（デジタル・ディストラクション（デジタル
機器による注意散漫）の防止など）、自立走行、ディーラー / 流通チャネルの破壊的な変化、新しい
モビリティー（タクシー・サービスなど）が複合的に重視されていることから政府は業界企業に影
響を与える位置づけになっている。

パーソナル・モビリティー　都市化、ライフスタイルの変化、コスト効率に優れた代替手段が異な
る地点間の希望する移動手段に影響を与え、2025 年にかけてモビリティーの重要性が高まる。

 



主要領域の崩壊：消費者、モビリティー、エコシステム

消費者は 2 つの点で自動車会社と消費者という関係に破壊的変化をもたらす。1 つ目として消費者
は自動車会社がデジタル機器を通じたエンゲージメントへの期待に速やかに応えることを望んでい
る。2 つ目は、製品やサービスの共創だけでなく、企業戦略に影響力を与えることができるように
なることである。

モビリティーは製品やサービスに 2 つの点で破壊的変化をもたらす。1 つ目として、自立したクル
マはますます高度化し、人の輸送という本来の機能をはるかに超える役割を果たすことが可能にな
る。2 つ目として、消費者主体のモビリティーは新たなイノベーターとデジタル技術から生み出され、
クルマ自体を超えるパーソナライズされた体験の提供が可能になる。

エコシステムは個々の企業の成長に破壊的変化をもたらし、業界を拡大させる。1 つ目として、自
動車関連企業は、特に消費者の新たな期待と利用できる技術を生かして、新たな成長手段を模索し
ている。2 つ目として、新規企業が参入し、業界の境界線が希薄化する状況の中で自動車関連企業
は進路を定める必要がある。
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6 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

消費者：顧客関係の破壊的変化

消費者が何を望んでいるかを知る

消費者がオムニチャネルにおけるシームレスで個別化された体験を期待するようになり、消費者と
企業との関係に変化が生じている。消費者は両方のチャネル（オンラインとオフライン）とディー
ラー、サプライヤー、通信事業者、エレクトロニクス・メーカー、その他企業などバリュー・チェー
ンの参加企業すべてにわたってシームレスにやりとりすることを望んでいる。またパーソナライズ
され、関連性のある情報と価値も求めている。理想としては、消費者体験は直感的で、企業が消費
者個人について把握している知識に基づくものであることが望ましい。

デジタル技術とライフスタイルの変化は、消費者がクルマを購入、所有、使用する方法に新たな期
待を生み出している（図 3 を参照）。「Auto 2025」で調査を行ったエグゼクティブの 54% は消
費者がクルマをインターネットで直接購入するようになると予想し、61% は消費者が異なる価格体
系を望むようになると回答している。興味深いことに、消費者が別の所有モデルを求めると予想す
る企業は、完成車メーカー以外の企業が 75％であったのに対して、完成車メーカーは 45％にとど
まっている。クルマの利用の仕方を差別化する最大の要因として自動車業界のエグゼクティブが第
1 位に挙げたものは、総合化されたつながるクルマのサービス（回答者全体の 80%）、物理的、デ
ジタルによるパーソナライズ化（59%）、およびデータ・セキュリティーとプライバシー（56%）
であった。

消費者が知っていることを求める

消費者が現在、何を望んでいるかを知るだけでは十分でない。先見性のある業界企業は将来に備え
て計画を立てるために消費者の意見を求める必要がある。デジタル技術やソーシャル技術は消費者
の集合体（このような非公式で、特別な目的のために集まることもある集団を大衆と呼ぶことがある）
を形成させ、企業のビジネスや製品・サービスのさまざまな側面により直接関与する。

インタビューを行ったエグゼクティブは、2025 年までにより多くの消費者が新製品・サービスの
創出に積極的に参加するようになると予想している。特にモビリティー・サービス（回答者全体の
63%）、製品設計（59%）およびマーケティング・プログラム（54%）でそうした傾向が高まる

図3
消費者が自動車会社に期待するデジタル機器を通じた関係は、
他の業界で経験したことの影響を受けている。クルマを購入、
所有、使用する方法は変化している。

デジタル機器を通じた関係
• シームレス
• パーソナライズ
• 関連性
• 直感的

購入

使用 所有

消費者 企業

出典：IBM Institute for Business Value.

消費者の購入・所有・使用のサイクルでのデジタル体験への期待



と見ている。回答者の 66% は、消費者が事業戦略にも影響を与えるようになると予想する。2 「大衆
のパワー」は消費者の参加意欲を生かし、大勢の消費者のパワーを活用し、企業文化の制約を回避
することによって、付加的な洞察とメリットをもたらし、企業の境界線を越えた拡大を可能にする。

特定の状況で適切な大衆との協力によって関連性のある洞察やメリットを達成するため、さまざま
なシステム・オブ・エンゲージメントとビジネス・モデルが開発される（図 4 を参照）。このシステム・
オブ・エンゲージメントはゲーム、コンテストの形態をとったりその他の手法で行うことができるが、
簡単かつ直感的で優れた消費者体験を提供しなければならない。

図4
自動車メーカーは消費者との共創が可能な分野により大きなビジネス機会があると考えている。それぞれに
異なるシステム・オブ・エンゲージメントが必要である

自動車関連
企業

モビリティー・
サービス

自動車メーカー
その他

自動車メーカー
その他

自動車メーカー
その他

自動車メーカー
その他

69%
46%

54%
41%

53%
61%

58%
48%

自動車メーカー
その他

73%
57%

サービス/
アフター
サービス

 

製品開発他の領域

販売

マーケティング・
キャンペーン システム・オブ・エンゲージメント

個人的な関心や関わり方に応じて、それ
ぞれに異なるシステム・オブ・エンゲー
ジメントが必要である

出典：IBM Institute for Business Value analysis

以下の領域において消費者との共創を2025年までにどの程度幅広く行う予定ですか。
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提言：消費者との関わり

消費者の知恵を生かす

•	�他の業界の優れた消費者体験から学ぶ。消費者に関連する類似のプロセスや技術を検討し、自動
車に取り入れて最適化する。

•	�幅広い意見に耳を傾け、広範囲にわたって分析を行い、機会が生じたときは速やかに消費者に関
与する。モバイルを使った時と場所を問わずにアクセスできるチャネルに照準を合わせる。相互
のやりとりから学ぶ。データベースやソーシャル・ネットワーキング・プラットフォームなど、
多様なソースから得られる大量の情報に対処する。

•	�すべての消費者チャネルで直感的かつ有意義で一貫したデジタル体験を提供する。ディーラーの
パートナーと協力して、すべての顧客接点で一貫性を確保する。

ライフスタイルの選択肢を提示する

•	�ジャーニー・マップによってライフスタイルの選択肢とユーザー体験を描く。ジャーニー・マッ
プを利用して、体験をパーソナライズするために消費者のコンテンツの模倣や共有を促進する。

•	�消費者の期待に応え、もう 1 つ別の収入源を生み出す新しい所有と利用のモデルを開発する。他
業界の類似したモデルについて検討する。必要に応じてパートナーシップと技術を使って実現の
ための機能を獲得する。

•	�消費者が期待するデジタル化、自動化およびパーソナライズされた体験を提供するクルマの機能
に重点を置く。これらの機能は移転可能なものとする。

大衆を活用する

•	�大衆と協力して新しいアイデアを発掘する。デバイスや時間に依存しない技術を利用して大衆が
望む方法でつながることができるようにする。

•	�最善の結果を得るために効果的な「システム・オブ・エンゲージメント」を導入する。ターゲッ
トとする大衆の好みに合った関わり合いのモデルを把握し、利用する。

•	�消費者の意見や情報をフォローアップし、その貢献や採用されたアイデアに対して報酬を提供す
る。双方向の関わり合いがなければ消費者は関心を失う。



モビリティー：製品およびサービスの破壊的な変化

自立したクルマ

2025 年までにクルマはドライバーや他の乗員に合わせて自ら設定を行うまでに高度化される。ま
た他車や周辺の環境を認識して学習、調整、運転および適応することが可能になる（図 5 を参照）。

図5
インテリジェントで直感的な自立したクルマは、本来の移動手段だけでなく、すばらしくパーソナライズさ
れた体験を提供する

出典：IBM Institute for Business Value analysis.

自動統合
• デジタル統合 
• シームレス
• 安全

自動適応
• ソーシャル・ネットワーク
• 他の支援 
• クルマを他の用途に使う 

自動運転
• 自動化
• 自立走行

自動メンテナンス
• 分析 
• 予測 
• サービス 

自己学習
• 乗員 
• 性能 
• 行動
• 認知

自動設定
• デジタル・ペルソナ 
• パーソナル化
• 環境

乗
員
へ
の
対

応 周囲
と
の
協
業

クルマ自体への対
応

自動統合　他のスマート・デバイスと同様、クルマはモノのインターネット（IoT）に統合された 1
つの構成要素となる。3 交通、モビリティー、天候、移動に関連した出来事、保険や小売といった付
帯的業界向けの運転状況に関する詳細情報やセンサーに基づく位置情報などを他から収集して利用
する。

「クルマは、スマートフォンやつなが
るクルマの機能を通じて個人の生活
の一部として組み込まれ、パーソナ
ライズされたモビリティー・サービ
スを提供するであろう。」
欧州のサプライヤー、高度エンジニアリング
担当バイス・プレジデント

9



10 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

「自動運転」とは何か

自動化：ドライバーがいなければならない

•	部分的な自動化 － ドライバーは自動化された機能
をモニターするが、運転以外の作業を行うことはで
きない。

•	高度な自動化 － システムはその限界を認識し、必
要に応じてドライバーにコントロールするよう指示
する。ドライバーは一部の運転以外の作業を行うこ
とができる。

•	完全な自動化 － システムはすべての状況に自律的
に対処し、ドライバーによるモニターを必要としな
い。ドライバーは運転以外の作業を行うことができ
る。

自立走行：ドライバーを必要としない

•	限定的な自立走行 － クルマ、インフラ、および環
境が制御されている指定地域。

•	完全な自立走行 － 通常の運転状況において他のク
ルマと融合する。

自動設定　個人のモビリティー・ペルソナには望むクルマの体験を提供するために必要な個人のデ
ジタル情報が含まれる。例えば、制御の設定やシートに関する個人の好みやマルチメディアの好み、
クルマから購入を行うための財務情報、あるいはドライバーやいつも同乗する他の乗員の医療情報
などが含まれる。

「Auto 2025」では調査対象のエグゼクティブの 77% が、デジタル・ペルソナは同じブランド内
で情報を交換すると予想し、自動車メーカーの自社ブランド間で情報交換を行うと回答したエグゼ
クティブは 62% であった。2025 年までに異なる自動車メーカー間で行えるようになるとする回
答は 26% にとどまった。クルマはモビリティー・ペルソナを使って自ら設定を行うようになる。
許可が得られた場合、クルマは必要に応じて追加的な個人情報にアクセスする。例えば、心臓病を患っ
ているドライバーはバイタル・サインのモニターを承認することが可能となる。クルマは心臓発作
の兆候を感知するとドライバーに警告を発し、自動的に減速して駐停車し、ドライバーの医療の希
望に関する追加情報を適切な医療機関に伝達することができる

自己学習　回答者の 74% は、クルマにはドライバーや他の乗員の行動、クルマ自体および周辺の
環境を学習し、絶えず最適化して助言を提供するコグニティブ機能が搭載されると予想している。
クルマがドライバーや他の乗員について多く学習するほど、他のモビリティー・サービスのオプショ
ンに幅広く助言できるようになる。

自動メンテナンス　クルマは人が介入することなく、特定の事象や状況に基づいて自ら修理と最適
化を行うことができるようになる。アナリティクス機能はドライバーへの影響を最小限に抑えなが
ら、クルマが問題点を発見・特定し、修理の予定を立てる他、同様の問題が生じた他のクルマを支
援することにすら役立てられる。

自動運転　クルマは高度に自動化され、制御された環境において限定的な自立走行を可能にする機
能が一部の領域に搭載される（サイドバー「『自動運転』とは何か」および図 6 を参照）。自動化さ
れたクルマの安全性はブランドのもう 1 つの差別化要因となり、インタビューを行ったエグゼクティ
ブの 68% は消費者にとっても重要な差別化要因になると考えている。



自動適応　インタビューを行ったエグゼクティブの 57% は、2025 年までにクルマは他のクルマ
や周囲のインフラとつながって情報やソリューションを共有するようになると回答し、完成車メー
カーの 64% はそれを見込んでいる。クルマがより大きな IoT に接続され、他の業界のデバイスに
適応するようになれば、こうしたクルマのソーシャル・ネットワークはモビリティーを越えて拡大
することが可能になる（12 ページのサイドバー「自動適応するクルマは公共の安全をどのようにサ
ポートできるか」を参照）。

消費者主体のモビリティー

クルマは技術によって実現し、消費者が求めているカスタマイズされた新しいモビリティーの選択
肢の 1 つに過ぎない。モビリティーとは、消費者がそれぞれの好みとライフスタイルに応じて異な
る地点間を移動するためのさまざまな手段を可能にする製品とサービスなどである（図 7 を参照）。

消費者主体のモビリティーは自動車業界にコントロールされないため、クルマ主体の伝統的なビジ
ネス・モデルを超越し、事業者、製品およびサービスに大きなビジネス機会を提供する。こうした
新しいサービスが最大の成長分野であると答えたエグゼクティブは全体の 69% に上る。完成車メー
カーはドライバーが運転操作中に利用するクルマ主体のサービスを支配しているが、ドライバー利
便性やその他の乗員の体験といったその他のモビリティー・サービスは他の業界からの新規参入企
業との競争が熾烈化すると思われる。

カー・シェアリングなどモビリティー・サービスの中には、クルマを販売する伝統的な自動車のビ
ジネス・モデルと直接相反するものもある。しかし、自動車業界がカー・シェアリング・モデルを
利用しても消費者に自分が所有するクルマのように感じさせることができる、移転可能な柔軟なペ
ルソナを開発すれば、消費者はこの差別化要因に基づいて特定のモデルを要求し始めるであろう。

「Auto 2025」ではエグゼクティブの 43% がこうしたイノベーションがクルマの所有を越えて自
動車会社のブランドの重要性を高める可能性があると回答している

図6
クルマは高度に自動化され、一部の領域に限定的な自立走行機
能が搭載される

2025年までに、自動化されたクルマはどの程度主流になる
でしょうか。

出典：IBM Institute for Business Value.

自動化
部分的な自動化

高度な自動化

完全な自動化

限定的な自立走行

完全な自立走行

自立走行

84%
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19%
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8%
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12 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

自動適応するクルマは公共の安全をどのようにサポー

トできるか

ドライバーは車載カメラを地元の公安局に接続するこ
とができる。これは迷子や逃走した犯罪者の捜索、ま
たはその他公共の利益にかなった捜索活動に役立てる
ことができる。

図7
消費者主体のモビリティーは、自動車業界が進めるクルマ主体のサービスを拡大して伝統的・新規参入者双
方にビジネス機会を生む

クルマ主体

ドライバー
利便性

乗車者の体験

出典：IBM Institute for Business Value analysis.
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パーソナライズされた統合的なクルマの体験を創造する

•	クルマを IoT の中で確実に機能させる。接続性を通じて追加的なライフスタイル・サービスを提
供する。

•	モビリティー・ペルソナとイベントに基づく個人データへのアクセスと利用を生かす。データへ
のアクセスに基づいて新しい製品およびサービスを提供し、信頼性を得るためにセキュリティー
を保証する。

•	所有モデルか使用モデルかに関係なく、他社と協力して一貫したデジタル体験を提供する。自社
ブランドへのロイヤルティーを持つ消費者へ差別化要因として販売を促進する。

インテリジェント・ビークルから価値を得る

•	学習および自動化の機能を使って使用の煩雑さを緩和する。ドライバーのテクノロジーの理解力
を把握し、必要に応じて簡素化する。

•	多様な形式のデータを分析および利用する。データを次の天然資源として扱い、データの種類や
データ・ソースに関係なく、活用する方法を見つける。

•	インテリジェント・ビークルによって可能になる、特に伝統的な自動車業界以外の業界が関わる
新しいビジネス・モデルと収益創出の機会を見つける

モビリティーのコンセプトから収益創出につなげる：権利を主張する

•	社内にモビリティー事業体を別途立ち上げ、モビリティー戦略、製品およびサービスを開発する
ために必要な支援と投資を行う。

•	パーソナル・モビリティー・サービスを取り入れ、クルマの枠を越えてブランドを拡大する。ク
ルマだけではなく、モビリティー体験を基盤としてブランド・アドボケート（ファン）を開拓する。

•	新規参入企業とそれらが自社のモビリティー・ソリューションにもたらすことができる価値を認
める。古い先入観を捨て、新たなコラボレーションの機会を追求する。

提言：モビリティーの活用
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14 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

「パーソナル・モビリティーのため公
的部門と民間部門は提携する必要が
ある。」
北米のサプライヤー、グループのバイス・プレジデント兼ジェ
ネラル・マネージャー

企業の成長の追求

「Auto 2020」の調査結果とは対照的に、より多くのクルマを販売するだけでなく、付加価値を提
供することで成長がもたらされることが明らかになった。成長の機会として上位に挙げられたのは、
他の業界との連携、サービスを土台とした新しい商材の創出、およびクルマ以外の破壊的技術の活
用である（図 8 を参照）。

興味深いことに、「Auto 2025」の調査対象者の約半分の 57% は新しいビジネス・モデルを成長
のための最善の選択肢の 1 つと考えている。しかし、この質問を含めて多くの質問で、サプライヤー
と完成車メーカーの見方に差異があることが明らかになった。成長のために新しいビジネス・モデ
ルへの投資を行うと回答したサプライヤーは 71% であったのに対し、完成車メーカーは 51% に
とどまった。

図8
上位に挙げられた成長戦略は、自動車会社に伝統的な業界の枠組みを超える拡大が必要となるイニシアティ
ブに大きな重点が置かれている

出典：IBM Institute for Business Value.
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サービスを土台とした新しい商材の創出

クルマ以外の破壊的技術の活用
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新しいビジネス・モデルへの投資
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新しいジョイント・ベンチャー /
アライアンス /パートナーシップの構築
新しいお客様セグメントのターゲット化

2025年に向けて、業界成長の一番の機会はどこにあると思いますか。
「Auto 2020」から
の比率の変化
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エコシステム：業界の境界線と参入企業の破壊的変化



「人材の効果的な育成は極めて難しい
活動である。他の業界の有能な人材
を引きつけるには、人事の方針とイ
ニシアティブを刷新する必要がある。」
日本の完成車メーカー、モビリティー担当ディレクター

現在、サプライヤーはモビリティーや新しいパートナーとの提携を通じて伝統的な業界の枠を越え
て事業を拡大しやすくなっている一方で、完成車メーカーは現状を維持している。

しかし現在の業界のエグゼクティブは 6 年前には認識されていた重要な成長機会を見落としている
ようである。特に「新しいお客様セグメントのターゲット化」がその例として挙げられる。これを
重要な成長機会に挙げたエグゼクティブは 41% にとどまっている。新しいデジタル体験を可能に
する価値を見落としてはならないが、現在、エグゼクティブの多くの考えは新しい製品機能の提供
だけにとどまっているようである。

変化する環境での成長の追求において、業界のエグゼクティブは根強く残る人材の課題にも対処し
なければならない。組織はデジタルやコネクテッド・テクノロジーを通じて消費者により積極的に
関わるようになっているため、他業界の人材を自社の労働力として採用しなければならない。自社
がそうした活動を効果的に行っていると答えたエグゼクティブはわずか 35% であった。

自動車会社はまた、企業全体で人材の有効活用を図る必要もあるが、そうしていると報告したエグ
ゼクティブは 37% にとどまっている。特定の課題や機会に素早く取り組むためには、社内外の専
門知識やノウハウを深く理解する必要がある。さらに絶え間なく変化する技術の進歩、業務効率性、
消費者の期待に対応するために必要なスキルの迅速な育成を効果的に行っていると回答したのはわ
ずか 36% であった。

業界エコシステムの転換

自動車業界のエグゼクティブは、エコシステムの最大の破壊的変化はディーラー / 流通チャネルで
生じていると見ており、71% が著しく変化していると回答している。一般的には消費者に比較的近
いプロセスや参加企業においてサプライ・チェーンの下流の企業よりも大きな破壊的変化が生じて
いる。完成車メーカーのエグゼクティブはサプライヤーよりも強くこの傾向を表している（図 9 を
参照）。
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16 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

「顧客の要求を生かせるよう、小売モ
デルをより柔軟なものにしなければ
ならない。」
欧州大手サプライヤー、取締役会幹部

図9
破壊的な変化はほぼすべての事業分野で発生することが予想されるが、完成車メーカーは消費者から比較的
離れた分野での変化をさほど強く確信していない

2025年までに、伝統的な業界のバリュー・ネットにおいて発生する
業界内外の最大の破壊的な変化はどこだと考えますか。

出典：IBM Institute for Business Value.
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業務遂行の破壊的な変化を促進する要因として最も多く挙げられたものは以下のとおりである。

•	ディーラー / 流通チャネル、およびマーケティング & セールス：デジタル技術、消費者の期待、オ
ンラインの仲介業者、ディーラーの価値、インターネットによる購入、モビリティー・サービス

•	製品開発および研究：デジタル技術、消費者との共創、新規参入の業界プレイヤー、他の業界と
の提携

•	アフターサービス市場：デジタル技術、モビリティー・サービス、3D 印刷、および消費者との共創
•	サプライ・チェーンおよび製造：デジタル技術、他の業界との提携、新規参入の業界プレイヤー



破壊的な変化のための提携

•	潜在的なビジネス機会を開拓するために、伝統的な障壁を崩壊させ、新規参入企業のパートナー
と破壊的変化をもたらすビジネス・モデルを追求する。自社が伝統的な組織の制約にとらわれる
ことなく、革新のための設計、投資、試験的運用を実施できるようにする。

•	クルマ以外の技術を活用することにより、モビリティーやそれ以外の消費者体験を向上させる価
値の高い製品およびサービスを創出する。

•	製品カテゴリーに照らし合わせてモビリティー・サービスの観点から消費者セグメントを再評価
し、潜在的なサービスの構想を立てる。ドライバーだけでなく、その他の乗員に照準を合わせる。
新規顧客を開拓すると同時に、既存顧客のウォレット・シェアを高める方法を探す。

新たなコラボレーションの方法を通じて人材の問題に対処する

•	ソーシャル・ツールと技術を通じた消費者、従業員、パートナーの総体的な情報を活用する。フィー
ドバックを提供し、彼らの成功に報いる。

•	深く掘り下げたデータ分析を幅広く利用して人材に力を与える。
•	絶えず変化する技術の進歩、業務効率性、消費者の期待に応えるため、戦略的に「スキルの更新」

を図る。学習と情報共有のために従業員を他業界に短期間、配属することを検討する。

エコシステムの変化が生み出す利益

•	変化を活用することによって、プロセスを変革し、新たな関係を構築する新しい方法を見つける。
一貫した提携の管理を企業のコンピテンシーとして確立する。

•	新規参入企業にアクセスし、その文化、プロセス、開発サイクルに素早く順応できるようにする。
業界ごとに異なるシステム・オブ・エンゲージメントを採用する。

•	遂行する業務とそれを行う企業に破壊的な変化が生じている間も、バリュー・チェーンの企業と
一貫した顧客関係体験を維持する。

提言：エコシステムの有効な活用
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18 2025 年自動車業界の将来展望 － 境界線のない業界

たとえ貴社が 2025 年の自動車業界における競争を勝ち抜くための準備が整っていると考えている
19% に含まれる企業であったとしても、そのために必要な行動を明確に述べて、優先順位を定める
ことは難しい場合がある。以下の質問に答えることは、業界の境界線が消滅する中で利益を創出す
るための準備をする上で役立つ。

•	消費者が好むやりとりの方法をどのようにして習得するか。
•	ターゲットにしたいと考える特定の大衆に適したシステム・オブ・エンゲージメントの開発につ

いて、どのような計画を立てているか。
•	自立したクルマの機能をどのようにサポートおよび活用できるか。
•	消費者主体のモビリティーにおける手付かずの機会をどのように生かして新たな収益源を生み出

すか。
•	組織以外での提携がより大きな機会を実現することを踏まえて、貴社は成長に向けてどのような

計画を立てることができるか。業界が常に直面している人材の課題への対応策についてどのよう
に優先順位を定めることができるか。

•	ドライバーやその他の乗員が現在求めているデジタル機能を通じた関係や顧客体験を提供するた
めに、比較的新しい業界参入企業とどのような関係を構築することができるか。

準備は整っているか。以下の質問に答える
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